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論文要旨  
 
１．研究目的と意義 
 本研究は日本の戦後教育改革期に，１．新制大学において家政学系学部･学科がどのよう

に設立されたか，２．その際，家政学はどのように学問分野として捉えられ，位置づけら

れたのか，３．それらの成立にともない家政学及び家政教育がどのように変容していった

のか，を実証的に解明しようとするものである． 

 戦前から女性の教育の中心分野であった「家政」は，戦後の制度大改編によって，大学

の学部･学科としての制度的基盤の上に「家政学」という新たな学問分野として再編された．

特に女子大学を中心に設置された家政系学部・学科は，女子の大学教育機会拡大と直結し

た． 

 創設された家政学系学部・学科の教授陣は，発足当初から，教育目的や教育内容を模索

し始めることになった．それは同時に，各大学がどのような使命や目的を標榜し，家政学

をどのように捉えるかによって，各大学に独自の家政学，家政教育が生み出され，培われ

ていく出発点となった．したがって，戦後日本の大規模な高等教育改革における｢制度｣・「学

問」・「教育」の連関構造を「家政」に焦点をあてて再検討することは，その新制度が単に

女子の高等教育機会拡大をもたらしただけではなく，女性の教育と教養の内実の変化にど

のような意味をもっていたのかを究明する手順でもあるといえる．加えて，戦後の女子の

高等教育機会拡大としての女子大学創設の意味を再検討する契機にもなりうる．  

 さらに，戦後の大学改革についてのこれまでの研究は，そのモデルとなった当時のアメ

リカの事例の具体的な実態とそれを受容する日本の個別大学の状況，当該大学がおかれて

いる地域の実状についての十分な検討がされないままに，日米双方の資・史料の解釈がさ

れてきたきらいがある．したがって，米国占領下で行われた教育制度改変であるがゆえに，

「米国の大学における家政学」の目的や内容が，いかに「移入」されようとしていたか，

またそれがどのように「理解」され，「受容」されたかにも着目することで，戦後日本の大

学の使命や目的が，戦前期のそれといかに変容したのかの一過程を明らかにすることにも

なる．その際，本研究では，直接統治下であった沖縄にも着目することで，新制大学構想

におけるアメリカ側の意図や影響をより明確にすることができる． 

 性急に結論から述べれば，本研究によって，１．占領側は，米国のランド・グラント大

学における家政学モデルを提示していたこと，しかしながら，２．日本側のその理解や受

容の過程は，大学によって異なり，その際，それまでの女子の教育や教養への考え方の影

響があったこと，結果，４．日本本土の大学で展開された家政学教育の多くが，ランド・

グラント大学における家政学の目的である地域社会に貢献する実学ではなく，実態は「女

性の教養としての家政学」や「家庭科教員養成課程」であったことが解明できる． 
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２．研究の独自性 
 本研究は，１．家政学および家政教育の戦前・戦後にかけての変化の様態を明確にする

ことを主たるテーマとし，同時に，２．戦後の大学改革，特に女子のそれに関する大学制

度史的再検討を行うという側面をもつ．したがって，この両者を総合的・統合的に行うこ

とが先行研究には見当たらない点である．さらに，３．「家政学」という個別ディシプリン

の歴史的変革を，システムとしての大学・学部・学科の再編および学問教育の担い手とし

ての教授陣の人的変化やカリキュラム創造過程等を視野にいれて考察する点で，学際的な

学問史的研究としての意義をもつと考えられる．つまり，家政学及びその教育の位置づけ

を，学問史，教育制度史，教育内容史という，３つの観点を関連付けながら史的考察する

ことが先行研究には見当たらない新しい視点である． 

 また，これまでの戦後改革期の制度構想に関わる先行研究では，日本側関係者に対する

GHQ，特に CI&E（Civil Information and Education）担当官の協力，助言・指導によっ

て，様々な領域において大学改革が進められてきたことは明らかになっているが，その際，

統治下沖縄については着目されてこなかった．本研究では，４．沖縄にも焦点をあて，日

本本土との異同を検討することで戦後日本の大学のあり方に対するアメリカ側の改革の意

図や方向性をより明確にすることができる． 

 

３．章構成と概要 
 「第１章 戦後改革期における女子高等教育改革構想―家政学の戦前・戦後直後の動き」

では，戦後の大規模な教育改革について特に家政学の設立に関わる観点から整理する．新

制大学発足に伴い，日本の制度上に初めて「女子大学」が創設されたことは言うまでもな

いが，その多くの女子大学に家政学系学部・学科がまた創設されたことにより，「家政学教

育」が初めて大学教育で展開されることになった．その際「家政」は，大学で行いうるデ

ィシプリンであることを当時の日本の学界関係者たちに認めさせることが女子の大学教育

への進出の鍵となった．当時の学界は「家政」というのは，「女性がイエの中で行うこと」

であり，学問ではない，という風潮であった． 

 その背景を戦後改革直前の女子高等教育および家政の制度的状況から整理する．特に「家

政」を高等教育制度上にどのように位置づけるかの具体的論議が初めて行なわれた場であ

る教育審議会（1937〜1941）を焦点にして再検討する．同審議会では，「家政大学」の創

設，「家政学部」の創設，また家政は大学で扱う学問として成立するかの是非が論議された．

結果として，審議会答申に現れる「女子大学に家政に関する学科を置くを得しむること」

は実現させることはなかったものの，家政大学および家政学部の創設という結論に至った

経緯を議事録から追う． 

 また，占領下において，女子教育の機会拡大，高等教育への門戸開放は，占領軍側の主

たる改革方針であった．敗戦直後の 1945 年 10 月に出された「女子教育刷新要綱」を中心
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に，女性への高等教育の門戸開放について，占領側の基本理念を振り返る． 

 第 2 章からは，戦後改革期に家政学がどのように再編されたのかを史資料をもとにみて

いく．まず，「第２章 新制大学制度上の家政学の成立―「家政学部設置基準」の制定過程」

では，新制大学上の学問・教育分野として，家政学の制度的な枠組みの制定過程を明らか

にする．大学制度上における「家政学」の始まりは，１．1947 年 7 月８日に初めて制定

された「大学基準」において，「一般教養科目」中の「社会科学関係」科目として組み入れ

られたこと，２．同年 8 月５日，「家政学部設置基準」の制定によって，家政学部の創設

が決定したことによると言える．これら 2 つの基準制定は，結果的に，「家政学」が他の

学問領域に劣らないことを制度的に証明することとなった．新制大学のあり方を決めたと

される，大学基準協会の前身である，大学基準設定協議会に焦点を当て，特にその傘下に

設置された女子大学分科会，家政学小委員会の動きや，そこでの議論を検討，整理し，制

度上（大学基準や家政学部設置基準）に家政学が登場する過程を解明する． 

  さらに，占領下という特殊な状況における制度の大変革の中で，「家政学」がどのように

再出発しようとしたのかを明確にするためには，上記の「家政学部設置基準」制定に至る

までの過程で，当時の家政学を，だれが，どのように理解し，言及し，位置づけていこう

としたのかを検討する作業が不可欠である．そこで，「第 3 章 家政学の制度化を支えた

人物・団体とその構想」では，この過程で「家政学」に影響を与えた当事者，１．大学設

置基準設定協議会の主導者たち，２．同協議会女子大学分科会メンバー，３．女子高等教

育の振興を目的として活動した日本側主導者および彼らが組織した諸団体，また，１から

3 に対して，その役割は多様でありながらも常に影響を与えた４．GHQ(CI&E)の担当官

たちの構想に着目する．ここでは，特に GHQ／SCAP RECORDS を中心に整理，検討

した結果を示した．また，上記３の内実を検討するにあたり，日本側女子教育の振興にか

かわったキーパーソンの調査を実施した.  

 第 4 章から第 6 章は新制大学発足直後に家政学系学部・学科を設置した機関のケースス

タディである．筆者は，家政学およびその学部が，日本のアカデミック・エスタブリッシ

ュメント並びに新制大学制度上にどのように参入してきたかという視点から，新制大学発

足直後から家政学系学部・学科を設置した大学に焦点を当て，その設立過程を調査した．  

結果，本研究の命題である，戦後の「家政学の再編」―制度および学問分野の成立を解明

するためには，以下の家政学系学部・学科を新制大学発足時に設置した個別機関を詳述す

べきことを導き出した． 

 それらは， 1，家政系学部・学科を設置した共学の総合大学，2，地域貢献を目的とし，

単科大学として発足した大学，3，アメリカモデル―ランド・グラント大学をそのまま移

入した大学，となる．それらを以降の各章（第 4〜6 章）にケーススタディの形でまとめ

た． 

 まず，「第 4 章 【ケーススタディ１】 総合大学における家政学系学部・学科（大阪
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市立大学・東北大学・広島大学）」は，共学総合大学に設置された家政学系学部･学科につ

いて述べる． 

 新制大学に創設された家政学系学部・学科は，大阪市立大学，東北大学，広島大学を除

いて，全てが女子大学に開設されているため，「家政学部」に言及した先行研究では，共学

大学においての家政学部の存在は無視しているといっても過言でないのが実情である．共

学大学における家政学系学部･学科の設置経緯およびその後の変遷を検討することを通じ，

男性中心型の大学教育，アカデニズムからの女性の排除により，その反面として女性が反

映され，さらに「家政の位置」が浮き彫りになる． 

 女子大学に創設された家政学部は，旧制女子教育機関が独立して女子大学として昇格，

再編されたものであったが，大阪市立大学，東北大学，広島大学は，新制大学（共学）に

旧制女子教育機関が包摂され，その一部分が家政学系学部・学科として設置され出発した．

その背景には，占領軍側からの旧制女子教育機関の家政学系学部・学科を大学の学部・学

科の一部として再編するようにという要請があった． 

 しかしながら，東北大学および大阪市立大学においては，発足後まもなく「家政」とい

う語は学部・学科名称から消えている．東北大学は発足時（1949 年）に，「農学部家政学

科」が設置されたが，翌年には，「生活科学科」に名称変更し，さらに 1960 年には，生活

科学科は廃止され，食糧化学科として再編された．また大阪市立大学では，「家政学部」か

ら「生活科学部」に大学院博士課程の設置（1975 年）を契機に名称変更された． 

 学部・学科名称の変更の理由やその議論の背景に着目すると，当時の「学としての家政

学」を既存の学問分野の関係者たちがどのように位置づけ，評価をしていたのかが見て取

れる．特に注意したいのは，「生活科学」も学問領域として新たなものであったにもかかわ

らず，「家政学」でなく，「生活科学」という名称が選択されていく背景である．ちなみに，

日本および沖縄の戦後改革時および新制度創設期において，GHQ や USCAR 関係者たち

が，「家政学」に言及する際は，”Home Economics” あるいは「旧態の家政教育」につい

て言及する際に“Domestic Science”を用いるだけであり，“Life Science”という用語を

用いて「家政学」の説明等を行った記録は管見の限りでは確認できない． 

 また，共学の総合大学として再編された新制大学に創設された家政学系学部学科関係者

たちには，アメリカのホーム・エコノミクスの理念や，ランド・グラント大学における普

及事業の一貫としての家政学の存在については，検討さえされなかったことも特筆してお

きたい．学部・学科名として「家政学」が根付かなかった総合大学（共学大学）の当時の

ありようは，日本の学界や大学における「家政学」の位置づけを反映していたといえよう． 

 なお，広島大学は，師範教育機関の流れがあったため，家庭科教員養成の組織として，

他の家庭科教員養成課程を設置した女子大学同様，「家政」の名称が発足時から変わらず学

科名称に残った． 

 「第 5 章 【ケーススタディ２】 女性の自立と地域への貢献を意識した単科大学 



 5 

（高知女子大学）」では，県立公立女子専門学校を母体に発足した高知女子大学（2011 年

男女共学化によって高知県立大学に校名変更）を取り上げる．高知県のもつ風土的基盤の

上に，独特の校風が反映した機関である．女性の自立を目指す教育を標榜し，GHQ（CAS; 

Civil Affairs Section）の後押しによって，家政学部のみの単科大学として発足した特徴あ

る大学である．女性の自立，母体機関であった高知女子医専の校風を尊重しての新制女子

大学としての誕生であった．地域のための大学を標榜し，その後の高知女子大における家

政学部においては，公開講座を展開し，生活改良普及に力を注いだ．  

 ケーススタディの最後は，本研究の特徴である沖縄に着目した．「第６章 【ケーススタ

ディ３】 地域貢献を使命とした総合大学（琉球大学）」では，直接統治下沖縄における初

の大学である琉球大学に着目した．琉球大学は，沖縄初の大学として 1950 年，米国ラン

ド・グラント大学をモデルに地域貢献を使命に設立された．開設当初より，家政学および

農学の教育組織は，大学の使命とされた普及事業を展開した．実学，応用科学が重視され，

家政学および農学が大学の中心的学部として組織された．沖縄の人々，地域への貢献を目

的とした大学になるために，米国の主要なランド・グラント大学の一つであったミシガン

州立大学の教授陣が顧問派遣団（ミシガン・ミッション）として開設直後から 1960 年代

まで在沖し，大学の運営，教育内容について指導・援助を行った．家政学部の教授陣およ

びその学生たちは，沖縄の地域の人々の生活の改善のためのデモンストレーションを始め

とした普及活動を，ミシガン州立大学の教授陣とともに琉球列島中を移動しながら共に行

った．また，各種公開講座も開設当初から大規模に行われ，戦後沖縄の教員の再教育にも

貢献した． 

 しかしながら，普及事業が本土では行政主体で遂行されたこともあり，琉球政府や沖縄

の行政，農林水産業関係者たちからは琉球大学ではなく，行政主体で行うべきだという主

張も高まり，1950 年代後半からは琉球大学の普及事業は衰退していった．そして，沖縄の

本土復帰に伴う琉球大学の国立大学移管時には，家政学は学部学科名称からも消え，教育

学部の中に，家庭科教員養成課程のみの「家政学」教育が存在するだけとなった．アメリ

カの大学における家政学モデルをその内実までも展開した琉球大学が，本土復帰とともに，

本土の大学における「家政学」のあり方に移行していくその過程を当時の一次史資料から

明らかにした．  

 以上から，「結論 家政学から大学のあり方，学際的学問のあり方を展望する」では，各

章の小括を基に，要約と，今後の課題とその取組から明らかになることを述べる． 

 

４．結論 
 戦後日本の大規模な高等教育改革は，女性に対しての高等教育機会拡大に多大な貢献を

もたらした．大学を共学制とし女性に門戸を開放したこと，女子大学を創設したことがそ

の最たる所以であるが，その際に鍵となったのは「家政学」の存在であった． 
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 この時期，家政学には 2 重のプレッシャーがあった．一つは，大学の学部になるという

こと，もう一つは，他の学問ディシプリンとの間で，それに劣らないのだという主張をせ

ざるをえない状況であった．本研究は，その中で，家政学部の成立，その中身の家政学，

つまりどのような戦前の遺産を引き継いで戦後に進んだのか，それら 2 つが，制度の大変

革のなかでどのように行われたのかを実証的に解明した． 

 新制大学における家政学部の創設，および家政学関連学科，科目の設置にあたり，その

前提条件となっていたのは，「家政は大学で行いうる学問である」ことを，当時の一般の学

界関係者に認めさせることであった．同時にそれは，女子専門学校を四年制大学へと昇格

させる機会拡大の基底ともなっており，また戦後教育改革の原理―女子への高等教育の開

放，と結びついていた．そして，１．「家政学」が 1947 年 7 月 8 日に初めて制定された「大

学基準」において，「一般教養科目」中の「社会科学関係」科目として組み入れられたこと，

また，２．同年 8 月 5 日，「家政学部設置基準」の制定によって，家政学部の創設が決定

したこと，これら 2 つの基準制定は，結果的に，日本の大学制度上における「家政学」が

他の学問領域に劣らないことを制度的に証明することとなった． 

 しかしながら「家政学」の学問理念が，新学制発足時において明確に提唱されたわけで

はなかった．家政学が大学の学問として他の学問と対等に立つために「家政学の哲学」の

必要性か説かれたのは，大学基準協会の前身である大学基準設定協議会中の家政学系分科

会の席であった．しかしその結果，1947 年 8 月に制定された「家政学部設置基準」中に

「家政学原論」科目が設置されたものの，その具体的内容までは言及されていなかった．

大学基準による一般教育科目内の家政学関連科目の位置づけも，1947 年 7 月 8 日の大学

基準制定当時には，家政学は一般教育科目中，社会科学関係に分類されているものの，家

政学部基準が制定された後の大学基準(1947 年 12 月 15 日改定)では，「社会科学系・自然

科学系いずれにも分類されるもの」とされ，大学基準「教育科目表」中，家政学は「社会

科学関係」，「自然科学関係」の両方の科目として扱われている．つまり制度上に「家政学」

は位置づけられたものの，各大学が科目の目的およびその教育の遂行にしたがって設定す

るように設定されるにとどまっていた．言い換えれば，戦後改革によって新制大学に登場

した家政学系学部・学科，また家政学科目は，大学レベルの家政教育を施す「場」として

の制度的役割は与えられたものの，第一義的な家政学の学問理念は不在のまま出発したと

いえるのである． 

 一方，戦後大学改革期の新制度構想とその実現は，数多くの先行研究でも明らかにされ

ているように，占領下において日本側の関係者と GHQ , CI&E（連合国軍総司令部・情報

教育局）担当官の協力，助言，指導によって進められた．しかしながら CI&E の各スタッ

フが担当した指導領域は，必ずしも彼らがそれまで学んだ学術分野や職務経験をもつ分野

ではなかった．彼らは必要に応じて米国の状況を調査研究し，複数の事例から「モデル」

（制度や基準，その教育内容）を日本側に提示，指導した．例えば，CI&E 担当官ルル・



 7 

ホームズは，米国では家政学が大学における学問分野として確立しており，その学部が存

在していることを日本側の学界に説き，家政学の制度的出発に貢献したとされているもの

の，ホームズ自体は家政学の専門家ではなく，オレゴン州立大学の家政学部のあり方や，

同大学の家政学者の家政学論の論稿を日本側に紹介していたことが明らかになった．また

実際に，そのホーム・エコノミクスのモデルは日本の新制度上に移入されようとしたもの

の，学科名称や学科構成に反映されるにとどまり，その教育の内実は戦前期の教育機関か

らの担当者や教育内容を引き継いだものも多く，その実態，内実は米国の家政学モデルが

受容，定着したとは言い難いものであった．  

 結果，「家政学とは何か」という学問理念の形成は必然的に各大学に委ねられる形となっ

ていった．基準制定によって大学に「家政学」の枠組みが誕生し，またそこに集まったの

は必ずしも全員が旧制度の女子教育機関における家政分野の担当者ではなく，既存の学問

分野の教授陣も多かった．そして，家政系学部・学科に就任した教授陣は設立直後から「家

政学とは何か」を聞い始め，その後の長い年月の中で度重なる論議を行いながら家政学と

は何かを模索しつつ，学部・学科を作り上げていった．その間，国，県，および個々の教

育機関の財政状況，女性の社会的自立および女子高等教育に対する社会的評価，旧制母体

機関の教育理念や学風，教授陣などが，各大学の家政学系学部・学科の個性形成に重要な

役割を担ったことは見逃せない． 

 以上の本土における経緯と比して，琉球大学の出発は，直接統治下であったこともあり，

米国ランド・グラント大学モデルをそのまま受容し，定着できた唯一の存在であった．家

政学も，地域貢献のための普及事業の形で展開された．しかしながら，本土復帰の機運が

高まり，普及事業が本土と同様に行政の管轄にシフトさせようという大学外の動きの中で，

琉球大学が行う普及事業は縮小していった．また，ランド・グラント大学モデルを伝える

重要な役割を担ったミシガン州立大学派遣顧問団の帰国とともに，米国モデルの普及事業

は家政学の中から姿を消していった．代わりに，本土日本における家政学教育の一つの主

体であった家庭科教員養成のみが琉球大学の家政学教育の位置を占めることになった． 
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【その他の英文資料群】 

・ GHQ/SCAP Records（CI&E関連、USCAR関連） 

・ Michigan State University Archives Records（ミシガン州立大学顧問団関連） 
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